
国土技術政策総合研究所は，国土交通省の土木

研究所，建築研究所および港湾技術所の再編によ

って平成１３年４月に発足した国土交通省の研究機

関です。

今回の特集では，国土技術政策総合研究所で取

り組んでいる技術政策課題の中で必要性が高く，

３～５年の研究期間を設定して重点的に取り組ん

でいるプロジェクト研究について取り上げていき

たいと思います。



１． 国土技術政策総合研究所の
プロジェクト研究

国土技術政策総合研究所（以下，国総研）は，

国土交通省の土木研究所，建築研究所，港湾技術

研究所を再編して，平成１３年４月に設立されまし

た。この再編により，国総研と三つの独立行政法

人（土木研究所，建築研究所，港湾空港技術研究

所）に別れた結果（図―１参照），国総研が住宅・

社会資本分野での唯一の国の研究機関となったわ

けです。

国総研の役割としては，国土交通省が所管する

国土技術政策の企画立案と密接に関係がある総合

的な調査，研究開発を行うことです。実施に当た

っては，大局的な国土政策の中で社会資本の整

備，運用の視点とともに，国民一人一人の日常生

活の立場に立った視点をもって，国土交通省の行

政部門と一体となり，研究を進めています。

国総研の具体的な研究動向としては，旧研究所

時代に行っていた実験に基づく要素技術的な研究

から，政策の企画立案に関連する研究を主体とし

た取り組みに重点を移しています。この点が，従

来の研究所や現在の独立行政法人各研究所との大

きな違いといえます。

また，研究の取り組みの変革として，

! ハード技術からソフト技術へ

" 要素技術から総合（システム）技術へ

# 分野別技術から分野横断的技術へ

と研究展開しているところです。

このように，国総研の役割の明確化と研究のス

タンスの変革が求められている中で，重点的に実

施する研究をプロジェクト研究と位置付けていま

す。

国総研では，さまざまな分野の技術政策研究が

行われていますが，プロジェクト研究は政策の企

画立案および施策実施現場に直結する研究であ

り，技術政策課題に対応した目標を明確にして，

プロジェクト・リーダーのもとに必要な分野の研

究者が集い，３～５年の研究期間を設定して重点

的かつ戦略的に取り組んでいく研究です。

国土技術政策総合研究所における
プロジェクト研究について

国土交通省国土技術政策総合研究所企画部企画課
あかしま かず や

専門官 赤嶋 和弥

図―１ 研究所の再編
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２． 住宅・社会資本整備を取り巻く状況

住宅・社会資本整備分野で唯一の国の研究機関

として，プロジェクト研究を取り組むに当たり，

現在のわが国の国土，経済，国民生活等がどのよ

うな状況に置かれているのか，その中で何が問題

となっており，優先的に解決すべき部分はどこな

のかを明確に把握することが国総研に求められて

います。

ここで，わが国を取り巻く状況を概観してみた

いと思います。

! 人口構造

わが国の人口は，今世紀初頭から減少が始ま

り，第２四半世紀より人口減少の本格化が始まる

と予想されており，２００５年にはすでに減少局面に

入ったとされています。さらに若年人口等の減少

に伴い高齢者人口の割合は継続的に上昇し，本格

的な高齢化社会を迎える見込みです。特に，非都

市圏ほどこの傾向は顕著で，このように人口減少

が大きな地域において，いかに活力ある社会を維

持していくかが問われることになります。

" 資源と環境

地球環境問題と生活環境問題の相当部分は，エ

ネルギーシステムと密接な関係を有しています。

しかし，化石燃料への依存度は依然として高く，

代替エネルギー技術は開発途上にあり，多くが価

格面の課題を有しています。当面は化石燃料への

依存を前提に排出源対策，需要コントロール，規

制等の多様な手段を組み合わせて環境問題に対応

していく必要があります。

# 財政・経済事情

バブル崩壊の後，わが国の景気は低迷し，税収

も減少しました。一方で，社会保障関係費の継続

的な増加等もあり，公債発行額の増加等により財

政事情は急速に悪化しています。厳しい財政制約

下で経済の安定的成長を図るという難しい政策運

営を迫られているなかで，社会資本整備について

も建設コストの縮減，適切な事業評価，効果的な

事業の重点的実施が求められています。

$ ライフスタイルの多様化

核家族化，高齢化，婚姻に対する考え方の変化

は，わが国の世帯構成に大きな影響をもたらしつ

つあります。さらに，これらの変化が労働に対す

る意識の変化や，女性や高齢者の社会参画への関

心の高まりとあいまって，ライフスタイルの多様

化を進める要因になると想定されます。このよう

なライフスタイルの多様化に応じた，住宅・都市

基盤の整備，地域づくり，まちづくりを考えてい

く必要があります。

% 安全と安心

近年異常気象が多発しており，風水害の危険性

や水資源の安定供給に係わるリスクが高まってい

ます。さらに，地球温暖化が異常気象を増幅し，

国土の脆弱性を高める可能性もあります。また，

東海，東南海，南海地震等の巨大地震と津波，各

地の活断層を抱える地域での地震による甚大な被

害も予想されます。

多くの都市・地域は，これらの災害に対して脆

弱な構造を有しているため，地域全体の防御を高

めていく必要があり，そのためには，自助・共

助，被災後の復興を視野にいれた防災地域づくり

といった，総合的な取り組みが重要です。

& 社会ストックの蓄積

高度成長期に形成された社会資本ストックの更

新時期を迎え，更新，維持管理投資の額が大きく

膨らむ見込みです。社会資本整備投資が抑えられ

ていく状況の中で，ストックの効率的な維持管理

が求められています。

３． プロジェクト研究テーマの設定

住宅・社会資本整備を取り巻く社会・経済等の

状況・動向は厳しく，多くの問題が山積してお

り，近々に解決しなければならない課題が多くあ

ります。

その一方で，限られた研究者の人数，時間，予

算の中で緊急の課題を絞り込み，目的と目標，期
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間を明確に定めて，内外の英知を結集し，課題解

決に向けた研究を効率的に進めることが不可欠で

す。

国総研では中長期的な研究活動を「研究方針」

として定めていますが，その中において，

「安全・安心な社会」

「誰もが生き生きと暮らせる社会」

「国際競争力を支える活力ある社会」

「環境と調和した社会」

の４分野ごとに技術政策課題を設定しており，こ

れらの課題への取り組み状況との整合も図りなが

ら，プロジェクト研究のテーマを設定しています。

４． プロジェクト研究の進め方

住宅・社会資本の分野における研究はさまざま

な要素技術を組み合わせ・統合し，高度化し，現

場・フィールドでの改良を積み重ねる必要があ

る，いわば「社会的技術」とも呼べる領域に属す

る部分が大きく，明確な課題設定のもと，多分野・

他機関等との広く連携し，具体的な政策によって

成果を還元する必要があります。平成１８年３月に

閣議決定された第３期科学技術基本計画でも，

「研究開発の実施に当たっては，人文・社会科学

も含めて横断的に統合しつつ進めることが必要」

とされています。

国総研のプロジェクト研究を進めるに当たって

は，中心的な分野の研究者をプロジェクト・リー

ダーとして選び，そのもとに必要とされる分野の

研究者が集まって研究を実施しています。その

際，目標を明確に設定し，適切な役割分担による

推進体制を構築することも念頭に置くこととして

います。

具体的には目標達成に必要な研究を検討するた

め，幅広く内外における研究動向を把握し，どの

あたりの研究を重点的に実施するべきか，既存の

研究成果を高度化して適用できないか，また連携

が可能な意欲と能力のある「プレーヤー」の参画

が可能か，といったことを検討します。

さらに，プロジェクト研究については，事前，

中間，事後の３段階にわたって評価を実施し，研

究成果の技術的水準等の視点から内部評価および

外部評価を行っており，所内外の専門家等の意見

を取り入れながら進めています。

５． プロジェクト研究の実施状況

国総研は，プロジェクト研究を平成１３年度から

立ち上げ，表―１に示すとおり平成１８年度までに

４１課題の研究を行ってきました。そのうち，平成

１７年度までに２０課題が終了しています。

最近の実施状況を見ると（図―２参照），年に

よって変動がありますが，毎年２０課題程度のプロ

ジェクト研究が常に動いているところです。

終了したプロジェクト研究の成果は，具体的な

施策として現場でさまざまな形で反映・活用され

ている他，今後の政策の企画・立案を支援するた

めの技術的な裏付けとして活用されていきます。

個々のプロジェクト研究の内容につきまして

は，国総研のホームページ（http : //www.nilim.

go.jp）の「プロジェクト研究」のコーナーに平

成１３年度から実施してきたすべての研究の概要を

紹介しています。さらに，詳細な研究内容や情報

を希望される方につきましては，プロジェクト研

究ごとにプロジェクト・リーダーを定めています

ので，リーダーまたはリーダーの所属する研究部・

センター，研究室に問い合わせていただくと幸い

です。

図―２ プロジェクト研究実施状況
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６． おわりに

プロジェクト研究は国総研が重点的に推進する

研究として位置付けたものであり，プロジェクト・

リーダーを中心とした分野横断的な研究体制を整

えて，引き続き，戦略的に研究に取り組んでいき

たいと考えています。

表―１ 国総研のプロジェクト研究一覧

No. プロジェクト研究名 研究期間

１ マンション問題に対する総合的技術政策の研究（終了） H１３

２ 健康的な居住環境確保に関する研究（終了） H１３～H１５

３ 公共事業評価手法の高度化に関する研究（終了） H１３～H１５

４ 地球温暖化に対応するための技術に関する研究（終了） H１３～H１６

５ 道路空間の安全性・快適性の向上に関する研究（終了） H１３～H１６

６ 快適に憩える美しい東京湾の形成に関する研究（終了） H１３～H１６

７ 住宅・社会資本の管理運営技術の開発（終了） H１３～H１６

８ ITを活用した国土管理技術（終了） H１３～H１６

９ 自然共生型流域圏・都市の再生（終了） H１４～H１６

１０ 市街地の再生技術に関する研究（終了） H１４～H１６

１１ ゴミゼロ型・資源循環型技術に関する研究（終了） H１３～H１７

１２ 土壌・地下水汚染が水域に及ぼす影響に関する研究（終了） H１６～H１７

１３ 健全な水循環系・流砂系の構築に関する研究（終了） H１３～H１７

１４ 都市地域の社会基盤・施設の防災性能評価・災害軽減技術の開発（終了） H１３～H１７

１５ 地球規模水循環変動に対応する水管理技術に関する研究（終了） H１５～H１７

１６ かしこい建築・住まいの実現のための建築技術体系に関する研究（終了） H１５～H１７

１７ 水域における化学物質リスクの総合管理に関する研究（終了） H１５～H１７

１８ 社会資本整備における合意形成手法の高度化に関する研究（終了） H１６～H１７

１９ 東アジアの航空ネットワークの将来展開に対応した空港整備手法に関する研究（終了） H１４～H１７

２０ 走行支援道路システム研究開発の総合的な推進（終了） H１３～H１７

２１ マルチモーダル交通体系の構築に関する研究 H１４～H１８

２２ 持続可能な社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発 H１６～H１８

２３ 都市空間の熱環境評価・対策技術の開発 H１６～H１８

２４ 地域資源・交通拠点等のネットワーク化による国際観光振興方策に関する研究 H１６～H１８

２５ 公共事業の総合コスト縮減効果評価・管理手法の開発 H１６～H１８

２６ ヒューマンエラー抑制の観点からみた安全な道路・沿道環境のあり方に関する研究 H１７～H１９

２７ 住宅の省エネルギー性能向上支援技術に関する研究 H１７～H１９

２８ 人口減少社会に対応した郊外住宅地等の再生・再編手法の開発 H１７～H１９

２９ 受益者の効用に着目した社会資本水準の評価に関する研究 H１７～H１９

３０ 歴史的文化的価値を有する近代期の建造物の再生と活用に関する研究 H１７～H１９

３１ 革新的構造材料を用いた新構造建築物の性能評価手法の開発 H１７～H２０

３２ 東アジア経済連携時代の国際物流ネットワークとインフラ整備政策に関する研究 H１７～H２０

３３ 沿岸域における包括的環境計画・管理システムに関する研究 H１７～H２１

３４ 地域活動と協働する水循環健全化に関する研究 H１８～H２０

３５ 流域における物質循環の動態と水域環境への影響に関する研究 H１８～H１９

３６ 気候変動等に対応した河川・海岸管理に関する研究 H１８～H２１

３７ 地域被害推定と防災事業への活用に関する研究 H１８～H２０

３８ 低頻度メガリスク型の沿岸域災害に対する多様な効用を持つ対策の評価に関する研究 H１８～H２０

３９ 建築空間におけるユーザー生活行動の安全確保のための評価・対策技術に関する研究 H１８～H２０

４０ 国際交通基盤の統合的リスクマネジメントに関する研究 H１８～H２１

４１ セカンドステージ ITSによるスマートなモビリティの形成に関する研究 H１８～H２１
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